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令和 7（2025）年度 資源評価調査報告書（拡大種） 
 

種名 エゾアワビ  対象水域 
太平洋北部（青森県

～茨城県） 

担当機関名 

水産研究・教育機構 水産資源研究所

社会・生態系システム部および水産技

術研究所 沿岸生態システム部、青森

県産業技術センター水産総合研究所、

岩手県水産技術センター、宮城県水産

技術総合センター、福島県水産海洋研

究センター、茨城県水産試験場、全国

豊かな海づくり推進協会、東京海洋大

学 

協力機関名  

 
1．調査の概要 

資源評価の対象水域とした青森県（太平洋北部）～茨城県において、エゾアワビの地

区別、漁法別漁獲量や漁獲努力量に関する統計資料を収集、整理するとともに、一部の調

査地区においては漁獲された個体の殻長・殻重測定調査および放流個体の混獲率調査を

実施した。なお天然と放流の識別には、人工稚貝由来に特有の貝殻螺頂部の緑化（グリー

ンマークと呼ばれる）を用いている。 
【青森県】 

県内佐井村以東の主要港における漁獲量統計を収集・整理し、その動向を把握した。 
【岩手県】 

県内 13 地区で漁獲量と漁獲努力量に関する統計資料を収集・整理するとともに、操業

日（開口日と呼ばれる）に漁獲物の測定調査と放流個体の混獲率調査を行った。これらの

結果と過去の調査結果を併せ、全ての調査地区を対象として DeLury 法による資源量と漁

獲率の推定を行うとともに、このうち 2 地区では VPA による資源解析も併せて行い、2
つの結果を GLMM で標準化して資源量と漁獲率を推定した。 
（チューニング VPA による資源量の推定） 

長期間にわたり殻長測定調査を実施している県内 2 地区（県中部 1 地区、南部 1 地区）

において、Age-Length Key を用いて年別年齢別漁獲個体数を算定し、チューニング VPA
（平松 2001）により年別資源量を推定した。VPA は天然資源と放流資源それぞれで別に

計算し、両者を合計して資源量の推定値とした。また 2 地区の漁期はともに 11～12 月の

数日間に限られることから漁期内の自然死亡は考慮せず、漁獲は瞬間的に行われ、その

後の 1 年間で自然死亡により減耗すると仮定した。ここで、推定された年齢別資源量に

は殻長制限に達していない漁獲対象外の資源も含まれることから、DeLury 法による推定

結果との整合を考慮し、推定された年齢別資源量にそれぞれの年齢群の利用度（各年齢
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群において制限殻長を上回る個体の比率）を乗じることによって漁獲対象資源量と漁獲

率を算定した。 
（DeLury 法による資源量の推定） 

漁獲量、漁獲努力量および放流個体の混獲率に関する統計値が得られている県内 13 地

区（県北部 3 地区、中部 4 地区、南部 6 地区）において、DeLury 法により各年の資源量

を推定した。日別の漁獲努力量は操業隻数・操業時間とし、さらに漁獲効率（q）は複数

年を一定と仮定して、各年の操業日ごとの漁獲努力量と漁獲量を基に二項分布の正規分

布近似に過分散を考慮した最尤法によって推定し、さらに各年の初期資源量を推定した。

ここで、岩手県沿岸では 2016 年以降で磯焼けが継続的に発生しており（Yatsuya and 
Matsumoto 2023、高見 2023）、その影響による漁獲効率の上昇が明らかとなった（渡邉

ほか 2024）。2024 年時点でも磯焼け状態が継続していたことから、漁獲効率は 2015 年

以前と 2016～2024 年の 2 つの段階に分けて推定した。なお漁期は 11～12 月の数日間に

限られることから漁期内の自然死亡は考慮していない。 
【宮城県】 

県内各地で漁獲量に関する統計資料を収集・整理するとともに、開口日に漁獲物の測

定と放流個体の混獲率調査を行った。さらに 1 地区当たり約 50 個体について精密計測を

実施した。また 2020 年から各漁場で貝殻を収集して年齢査定を行い、殻長と年齢の関係

を調査中である。今後さらにデータを蓄積することにより、VPA および DeLury 法による

資源状態の的確な把握に努めることとしている。 
【福島県】 

いわき地区の全ての漁業地区（11 地区）を対象に、漁獲物の殻長・殻重の測定と放流

個体の混獲率調査を実施した。 
【茨城県】 

県内各地で漁獲量と漁獲努力量に関する統計資料を収集・整理するとともに、漁獲物

の測定と放流個体の混獲率調査を行った。資源水準は 2002 年以降の漁獲量から、動向は

直近 5 年間（2020～2024 年）の CPUE（漁獲量/（操業者数・操業日数））の推移から判断

した。また同期間で漁業者別の漁獲量および漁獲量の統計が得られている 2 つの漁場に

おいて DeLury 法により各年の資源量を推定した。推定に当たってはパラメータの収束を

考慮して漁業者毎の漁場別漁獲効率を年によらず一定と仮定し、二項分布の正規分布近

似に過分散を考慮した最尤法を用いて計算を行った。 
【資源評価・とりまとめ】 
水産機構水産資源研および水産技術研では、各県の調査結果を整理し、これらの結果

から資源の水準・動向を判断した。対象水域全域を包括した資源量や漁獲率の推定は現

時点で困難であるため、昨年度に引き続き本年度も青森県太平洋、岩手県、宮城県海域に

ついては、この海域における漁獲量の 62%（1981～2024 年平均）を占める岩手県での資

源解析結果および漁獲量の変化を参考として、資源の水準・動向を判断した。また福島県

と茨城県については青森県太平洋、岩手県、宮城県海域とは変動傾向が異なることから

資源の水準・動向は個別に判断した。 
 

2．漁業の概要 
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本種は全ての県において、漁業協同組合が行使する第一種共同漁業権の対象水産動植

物となっている。各県の漁業調整規則では禁止期間と制限殻長が定められており、禁止

期間については青森県が8～10月、岩手県・宮城県が3～10月（宮城県においては一部の海

域における素潜りによる採捕禁止期間を3～4月および8～10月に設定）、福島県が10月～

翌年4月、茨城県が10月～翌年5月となっているが、漁業協同組合ではこれを上回る制限

を設けている場合が多く、年間の操業日がわずか数日間という地域も珍しくない。なお

制限殻長については青森県・岩手県・宮城県では9 cm、福島県では9.5 cm、茨城県は最も

大きく11 cmとなっている。 
対象水域のエゾアワビ漁業は鉤どり漁業と潜水漁業（素潜りおよび潜水器）が行われ

ており、生産量が多い岩手県・宮城県沿岸では鉤どり漁業が中心である。一般に鉤どり漁

業の開口日は短期間で、冬季の数日間に限定されている場合が多い。操業に用いる竿の

長さは15 mにおよび、漁業者は小舟の上から箱眼鏡で海底を覗き込みながら竿を巧みに

操り、岩礁上の個体をひとつずつ採捕する。 
1981～2024 年の県別漁獲量の推移を図 1 および表 1 に示す（直近年には暫定値が含ま

れる）。なお青森県の漁獲量はエゾアワビの生息域である太平洋北区の数値で示してい

る。いずれの県においても、漁獲量は 1980 年代のピークを経て、1990 年頃までの十数年

間で急激に減少した。その後、1990～2000 年代にかけて一旦回復傾向に転じたものの、

再び減少傾向となって現在に至っている。なお、福島県でのアワビ漁業は、2011 年の東

日本大震災（以下、「震災」という）以降は操業自粛が続き、この間極めて小規模の試験

操業が実施されてきた。2021 年度からは通常操業に移行したものの本格的な再開には至

っておらず、引き続き小規模な操業にとどまっており、漁獲量は低水準を示している。 
東北太平洋海域 5 県の 1981～2010 年の漁獲量（正規化値）の推移を用いたクラスター

分析（Ward 法）の結果によれば、青森県太平洋、岩手県、宮城県海域の動向は類似度が

高く、これら 3 県と福島県・茨城県からなる 2 つのクラスターに分けられた

（https://abchan.fra.go.jp/wpt/wp-content/uploads/2025/03/trends_2024_213.pdf）。岩手県、宮城

県海域のエゾアワビ当歳貝の生残率は親潮の離接岸と密接にかかわることが知られてお

り（西洞 2002、Takami et al. 2008）、この影響は青森県太平洋、岩手県、宮城県海域に共

通すると考えられるため高い類似度を示したものと考えられる。一方、福島県・茨城県は

東北太平洋では最も南部に位置し親潮の影響が比較的小さいことから青森県太平洋、岩

手県、宮城県海域とは類似しない結果になったものと考えられる（藤田 2004a）。我が国

沿岸各地で採集された試料からクロアワビとエゾアワビの遺伝的類縁関係を調べた研究

では、常磐海域のアワビは両亜種の中間的な混合集団であると位置づけられている（關

野・原 2014、Hirase et al. 2021）。なお青森県太平洋、岩手県、宮城県海域合計の漁獲量は

東北太平洋沿岸全体の 93%（1975～2023 年平均値）と大部分を占めている。 
本種の資源増殖のため、種苗生産施設で生産された稚貝の放流事業が各地で実施され

てきている。震災以前は 1 千万個を上回る人工稚貝が放流されてきたが、震災により各

県沿岸に整備されていた種苗生産施設の多くが損壊し、数年間の放流の中断または大幅

な縮小を余儀なくされた。その後種苗生産施設の再建が進むにつれて放流数は福島県を

除き回復しつつある（図 3）。 
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またアワビ類については漁業法（2020 年 12 月 1 日施行）第 132 条 1 項で定める特定

水産動植物に指定されており、資源変動におよぼす密漁の影響は否定されないものの、

その採捕量等の推定は困難であることから本報告ではその影響は考慮していない。なお、

2022 年 12 月 1 日に水産流通適正化法が施行され、適法に採捕されたアワビ・ナマコにの

み漁獲番号を付して流通させることにより、違法に採捕されたものは流通できなくなっ

た。 
 
3．生物学的特性 

(1) 分布・回遊：北海道日本海沿岸および東北太平洋沿岸の、おおむね水深 20 m 以浅の

漸深帯の岩礁藻場に分布する。匍匐性の巻貝であり、成貝の分布は餌となる海藻群落

に依存し、豊富な餌料環境下にあれば大きな移動は行わず、分散は限定的である

（Matsumoto and Takami 2022）。一方、後述するように幼生は浮遊期間を有し、遊泳能

力はごく僅かなため、海水の流動により受動的に分散・集積される（Sasaki and 
Shepherd 1995）。この間の輸送・分散は、本種を利用している第一種共同漁業権や県

の海域を越え、大規模なものになると考えられる（佐々木 2001、Miyake et al. 2011）。 
(2) 年齢・成長：これまでに対象水域で得られた年齢と殻長の関係に関する近年（2001 年

以降）の主な結果を図 3 に示した（佐々木 2001、渡邉ほか 2018、青森県水産増殖セ

ンター 1981、茨城県 2024、大村 未発表）。エゾアワビでは、青森県太平洋、岩手県、

宮城県海域よりも常磐海域の方が早く成長する傾向にある。また、雌雄間で成長差は

無い（大村ほか 2014、金子 2019）。福島県では貝殻表面に形成される輪紋から年齢

査定と各年齢時の殻長測定を行った結果、高齢個体ほど若齢時の平均殻長が小さくな

るいわゆる Lee 現象が認められており、この一因として成長が良い個体ほど若齢時に

再捕されやすいことが推察されている（金子 2019）。寿命は 10～20 年程度とされて

いる。なお成長は餌料環境や水温条件等に影響されることから漁場による差異も大き

いと考えられるが、対象海域全体を対象とした詳細な調査は困難である。 
(3) 成熟・産卵：雌雄異体で、ともに 3～4 歳で成熟する。エゾアワビでは、7.6℃を超え

る水温の積算値（成熟有効積算水温）に比例して生殖巣が発達する（菊地・浮 1974）。
生殖巣の量的な発達は摂餌量や餌の質にも影響を受ける（Uki and Kikuchi 1982、高見

ほか 2012）。大型の個体ほど産卵量が多く、天然漁場で採集された成熟個体では、殻

長と産卵量の関係は以下の式で近似される（小林ほか 2007）。 
Y=0.000096X5.073481   （Y: 産卵数（粒）、X: 殻長（mm）） 
産卵期は 8～11 月で、大規模の時化の発生をきっかけに雌雄がそれぞれ卵と精子を体

外に放出して海中で受精が行われる（佐々木 1985、2001、Sasaki and Shepherd 1995、
西洞 2002、中家・高見 2012）。茨城県では、生殖巣指数のピークが 3、4 月と 10、11
月に見られ、年 2 回成熟することが推察されている（松井・山﨑 2020）。 
配偶子の受精能力は数時間と短いため、受精の成功には放卵、放精の同期性と併せ

て雌雄の個体間距離が近い必要があり、即ち再生産の成功にとっては親個体の高密度

生息域の存在が極めて重要となる（浮 1995、佐々木 2001、西洞 2002、河村ほか 2002、
大村ほか 2015）。受精卵は翌日にはふ化してトロコフォア幼生となり、さらにベリジ
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ャー幼生に発達し、天然環境下では海中を 4～6 日間浮遊した後（Takami et al. 2006）、
無節サンゴモ群落を中心とした基質上に着底して底棲生活に移行する（Sasaki and 
Shepherd 2001、Takami et al. 2017）。 

(4) 被捕食関係：エゾアワビでは、変態を完了（殻長約 0.28 mm）した後、呼水孔列の形

成が完了するまでの発育段階（第 1 呼水孔がふさがるまで；殻長 3～4 mm）を初期稚

貝、それ以降、生殖巣の目立った発達が肉眼で観察されるようになるまでの段階（殻

長約 40～50 mm 以下）を稚貝、稚貝期以降を成貝と呼ぶ（高見・河村 2002）。初期稚

貝期に主な餌料が大きく 3 回変化することがわかっている（Kawamura et al. 1998）。
浮遊幼生は卵黄を主な栄養源とし、摂餌は行わないが、着底・変態した初期稚貝は変

態直後（殻長約 0.3 mm）から摂餌を開始する（関・菅野 1981、Kawamura and Takami 
1995）が、変態後数日間は残された卵黄からの栄養にも依存していると考えられてい

る（Takami et al. 2000）。変態後 10 日程度までには卵黄を使い果たし、その後は無節

サンゴモや珪藻などの分泌粘液、アワビ稚貝の分泌粘液など、広範な粘液状の物質を

主な餌料とする（1 回目の食性変化：Kawamura and Takami 1995、Takami et al. 1997a、
b）。2 回目の食性変化は殻長 0.6～0.8 mm 前後に起こる。このころから初期稚貝は、

粘液物質だけでは良好に成長できなくなり、付着珪藻の細胞内容物などを摂取する必

要が生じる（Kawamura et al. 1995）。3 回目の食性変化は殻長 2 mm 前後で起こる。こ

のころからワカメ、アラメ、マコンブなどの幼体を餌料とし、良好に成長する（Takami 
et al. 2003）。 
成貝ではコンブ目の大型海藻（コンブ類、アラメ、ワカメ等）が主餌料となる。こ

のため近年我が国沿岸の各地で発生している「磯焼け（大型褐藻類の消失現象）」は、

本種の餌料環境に重大な悪影響をもたらしている。 
捕食者について、成貝はマダコ、ヒトデ類等に捕食される。稚貝期はマダコ、ヒト

デ類、キタムラサキウニ、魚類、カニ類、カモメ類等に捕食される（渋井 1971、山

内・平野 1995、白石 1997、干川 2003、藤田・山本 2003、藤田 2004b、Won et al. 2011、
Hayakawa et al. 2018）。初期稚貝期の食害種は必ずしも明らかではないが、キタムラサ

キウニによる混食の可能性が指摘されている（Takami and Kawamura 2018）。 
 
4．資源状態 
【青森県】 

太平洋北部海域の漁獲量は、1983 年までは 100 トンを上回っていたが、異常低水温に

よるへい死が報告された 1984 年に急減した。その後、天然発生の不調が続いたことなど

により 1989 年から 7 年間 19 トン以下にとどまったものの、1996 年以降は 30～50 トン

で推移した。近年再び減少傾向となっていたが 2022 年から微増に転じ、2023 年の漁獲量

は 9 トンであった。これらの状況から、青森県産業技術センター水産総合研究所では 2023
年の漁獲の水準および動向について、それぞれ低位、横ばいと判断している（青森県 
2024）。 
【岩手県】 
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岩手県内 12 地区の調査結果を基に、資源量および漁獲率を推定するとともに、放流個体

の混獲率から天然資源と放流資源それぞれの資源量を推定した。なお岩手県内では密漁

防止のために各漁業地区の漁獲量等に関する数値は非公表とされており、岩手県水産技

術センターに対しても、数値を公表しないという条件での信頼関係に基づいて資源計算

のための統計資料が提供されている。このため、本報告書では地区名を A～L で記号化す

るとともに、漁獲量および資源量推定値については全て規格化した数値で示した。 
（資源量の推定結果） 
調査対象とした 12 地区（A～L）を岩手県の北部、中部および南部に分け、さらに南部

のうち磯焼け対策として 2019～2020 年に 2 年間の禁漁措置を実施した 3 地区（J～L）を

禁漁実施地区として区別し、推定された資源量規格化値および漁獲率の推定値を漁獲量

規格化値と併せて図 4～8 および表 2 に示した。地区によって資源計算に利用できる統計

値の期間には差があり、また 2011～2012 年には震災による漁船損壊のため操業が中止と

なった地区がある。また震災年には被災を免れた船に複数名が乗り込んで操業するなど

平年とは異なる操業形態をとった地区があり、その場合は当該年の資源計算は行わなか

った。 
図 4 に示したとおり、岩手県北部の資源量は 2015 年頃まで比較的安定的に推移してい

たもののその後減少傾向となった。近年、2019 年以降で微増に転じており、青森県の漁

獲量の変動（図 1）と類似する結果となった。一方、中部と南部では 2000 年代の半ば頃

まで比較的安定的に推移していた資源量が、それ以降では減少傾向に転じており（図 5、
6）、減少となった時期は北部よりも 10 年程度早かった。これらの地域では資源量は依

然として低い水準にとどまっている。 
一方、2019～2020 年に 2 年間の全面的な禁漁措置を実施した南部の 3 地区については、

2021～2023 年の資源動向は、他地区と異なり明らかな回復傾向を示している（図 7）。こ

の回復は禁漁期間中の加入および成長によるものとみられるが、2023 年の資源の水準は

未だに高水準期にはおよばず、さらに 2024 年はより低い水準にとどまった。これは後述

する漁獲効率の低下によるものである可能性があり、2025 年以降の動向を注視する必要

がある。 
なお岩手県内全体の資源量は、総じて直近 5 年間（2020～2024 年）は低い水準で横ば

いに推移している。また漁獲率については、多くの地区で震災後は低下傾向を示してい

たが、2016 年以降の磯焼け発生による漁獲効率の上昇に伴い、地区による差異はあるも

のの、総じてやや高い水準で推移している。なお直近年の 2024 年は多くの地区で推定資

源量、漁獲量とも前年を下回っているが、漁協等の関係者によれば 2024 年漁期は特異的

に時化日が多かったとのことであり、それによる漁獲効率の低下を考慮すれば資源量の

低下はやや緩和されたものとなっている可能性がある。 
（放流資源の混入率） 
混獲率調査を実施している 12 地区における混入率の推移（1988～2024 年、計算できる

期間は地区により異なる）を図 8 に示した。混入率は、放流数、放流個体の生き残り、天

然資源の多寡等の影響によって異なるが、概ね 20～40%程度となっている。また 2013 年

からの数年間は震災によって放流の中断または大幅な縮小を余儀なくされた影響によ

り、多くの地区で混入率は低下傾向を示していたが、近年は再び上昇傾向となっている。
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これは、2015 年以降の放流再開により放流貝の漁獲加入が再開したことに加え、近年の

天然資源の減少も影響していると推察される。 
【宮城県】 

宮城県の漁獲量は、1990 年代には増加傾向にあり 2002 年には 1987 年以降ではピーク

となる 255 トンを記録した。その後変動しながら減少し続け、2018 年以降は 50～70 トン

程度の低い水準で推移している（図 1、表 1）。また、2021 年の県北部地区の放流個体の

混獲率は 7.9～23.2%、県中南部地区では 32.5～39.7%となっている。2022 年の調査にお

いては、県北部地区では 2.0～74.2%、県中南部地区では 10.0～24.8%となっている。 
【福島県】 
いわき市沿岸の 6 地先を対象とした VPA による資源解析では、震災前の 2000～2010

年の期間において資源量は多くの地区で減少傾向だったと推定されている（平川 2014）。
また震災後は規模を縮小した試験操業を行っていたため、漁獲圧の低下による漁獲物の

大型化が確認されている。一方、震災前には漁獲物の半数を占めていた人工種苗の放流

数が震災前の 3 分の 1 程度に減少している（福島県 2025）。福島県水産資源研究所では、

2024 年の資源水準は漁獲圧が低下しているため「不明」、資源動向は多くの地先で漁獲

個数を自主規制しており漁獲が安定していることから「横ばい」と判断している（福島水

資研 2025）。 
【茨城県】 
（漁獲量） 

2011 年までは年間 10～30 トンの漁獲量で推移していた。しかし、震災の影響による人

工種苗の放流量の減少を受けて自主的な獲り控えが行われ、2016 年には 3.5 トンまで低

下した。その後、人工種苗の放流再開に伴い 2017 年からはやや回復傾向を示しており、

直近の 2024 年は 18 トンであった（図 1、表 1）。 
（放流量） 

放流種苗由来のアワビは 2022 年まで漁獲物の約 4 割を占めていたが、近年は 10%前後

で推移している。種苗の放流数は例年約 30 万個であったが、震災の影響により 2011～
2012 年は放流数 0 で、2013～2014 年は各 10 万個であった。2015 年以降は約 24 万～30
万個の放流が再開されている（図 2）。 
（水準と動向） 
茨城県水産試験場では、2024 年の資源水準は近年の漁獲量から「中位」、動向は直近

5 年間（2020～2024 年）の漁獲量から計算した CPUE（kg/（日・人））の傾向から「横ば

い」と判定している（茨城県 2025）。また 2019～2024 年の漁獲統計から DeLury 法によ

って計算された 2 漁場の漁獲量、漁獲率および資源量推定値を図 9～10 に示したが、こ

の期間で資源量はほぼ横ばいで推移しており、茨城水試が水準・動向の指標とした CPUE
の傾向と一致した。 
【資源評価・とりまとめ】 
東北太平洋海域におけるエゾアワビ資源の水準と動向を海域別にまとめると下記のよ

うになる。 
  青森県太平洋、岩手県、宮城県海域  水準：低位  動向：横ばい 
       福島県海域        水準：不明  動向：横ばい 
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       茨城県海域        水準：中位  動向：横ばい 
エゾアワビ資源の状態は地域により異なるものの、青森県太平洋、岩手県、宮城県の

漁獲量は共通して水準は低位であり、動向は長期的に減少傾向にあるが、近年は低い水

準で横ばいに推移している。しかし、エゾアワビの漁獲量は社会・経済的な要因による

漁獲努力量の変化や、海況、海藻群落規模などの物理・生物学的要因による漁獲効率の

変化の影響を受ける。そのため、漁獲量と資源量の変動傾向が大きく異なる場合も想定

され、漁獲量を用いた水準・動向判断には、事後に資源解析結果を用いて検証すること

も重要である。また、本種のように、定着性水産資源でありながら発生初期の浮遊幼生

期に大きく分散するような資源の再生産関係の評価方法や、それに基づく資源管理方策

に関し、理論的で実践的な研究を進める必要がある。次年度以降も継続して資源評価に

関する知見の蓄積・精度向上を図り、随時水準・動向の判断を更新する予定である。 
国際自然保護連合（IUCN）は 2022 年 12 月に公表したレッドリスト（The IUCN Red List 

of Threatened Species）において世界に生息するアワビ類 54 種を評価し、邦産アワビ類 3
種（Haliotis discus、H. gigantea、H. madaka）を含む 20 種が絶滅危惧種（Threatened）に

選定された。なお、エゾアワビ（H. discus hannai）もクロアワビ（H. discus discus）と共

に H. discus の亜種として評価されており、我が国および韓国における漁獲量が 42 年間で

50 %以上減少していることなどから、3 段階ある絶滅危惧種のカテゴリーのうち 2 番目

に深刻な「危機（Endangered、EN）」の状態に分類されている（Peters et al. 2022）。 
 
5．その他 
【青森県】 

青森県漁業調整規則第39条により、殻長9 cm以下および8月1日～10月31日の採捕を禁

止しており、これを遵守する必要がある。また身入りや成長が劣る漁場ではマコンブ養

殖などの給餌や磯焼け対策が効果的である（青森県 2024）。 
【岩手県】 

岩手県漁業調整規則により、漁期は11月～翌年2月、採捕殻長は90 mmを超えるものに

制限されている。また、資源解析を導入している地区では、解析結果や餌料環境を考慮し

その年の操業回数等を決定している。加えて、近年は放流方法の見直しや、餌料対策を実

施し、アワビ資源の回復、維持に取り組んでいる。 
【宮城県】 

宮城県漁業調整規則第34条により、殻長9 cm以下のものは周年、殻長9 cmを超えるも

のは3月1日～10月31日の期間中の漁獲が禁じられている（一部海域で素潜りによる採捕

禁止期間は3～5月および8～10月を設定）。また、地区により操業区域や操業日数の制限、

種苗放流等を自主的資源管理措置として取り組んでいる。近年ではアワビをはじめとし

た磯根資源の減少と磯焼けの関連が示唆されており、アワビ資源の回復には種苗放流等

の取り組みのほか、藻場造成等の磯焼け対策に向けた取り組みも必要であると考えられ

る。 
【福島県】 
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福島県漁業調整規則により漁期は5～9月、採捕殻長は95 mmを超えるものに制限されて

いる。また多くの地先で一人一日当たりの漁獲個数を自主規制している。今後考えられ

る管理策としては、震災前は漁獲物のおよそ半分を放流個体が占めていたことから、震

災により減少した種苗放流数を元に戻すことが重要である。また、漁獲圧の低下により

資源が大型化していることから、余命が短く単価の高い大型個体から漁獲することで、

効率的に資源を利用できる（福島県 2025）。 
【茨城県】 

茨城県漁業調整規則により漁期は6～9月、採捕殻長は110 mmを超えるものに制限され

ている。2020年は漁獲量に占める放流資源の割合は24.2%に減少したものの、2021年は

39.5%、2022年は35.9%まで回復した。一方、2023年の人工種苗の割合は 13.3%で2022年
度より大きく減少し、さらに2024年度では5.6%と更に減少したが、この要因については

引き続き情報を収集する必要がある（茨城県水産試験場 2024）。アワビ資源の維持・増大

を図るために今後も自主的な漁獲管理や種苗放流の実施等、適切に資源を管理していく

ことが肝要である（茨城県水産試験場 2023）。 
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図 2. 東北太平洋海域における種苗放流数の推移 

1983～2023 年、栽培漁業用種苗等の生産・入手・放流実績より。 
 
 

 
図 3. 東北太平洋海域（青森県太平洋～茨城県）における各県の年齢と殻長の関係 
  

放
流
数
（
千
個
）
 

年 

  

 

 



  FRA-SA2026-RE02-07 

- 15 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4．岩手県北部 3 地区（A～C）における資源量（規格化値）、漁獲量（規格化値）および

漁獲率の推移（1999～2024 年） 
A 地区（2000～2024 年）、B 地区（2016～2024 年）、C 地区（1999～2024 年）。 
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図 5．岩手県中部 3 地区（D～G）における資源量（規格化値）、漁獲量（規格化値）および

漁獲率の推移（1988～2024 年）  
D 地区（2016～2024 年）、E 地区（1988～2024 年）、F 地区（2005～2024 年）、G 地

区（2019～2024 年）。 
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図 6. 岩手県南部 3 地区（H～J）における資源量（規格化値）、漁獲量（規格化値）および

漁獲率の推移（1998～2024 年） 
H 地区（2012～2024 年）、I 地区（2006～2024 年、2011 年は震災のため中止）、J 地  

区（1998～2024 年）。 
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図 7. 岩手県南部の禁漁実施 3 地区（K～M）における資源量（規格化値）、漁獲量（規格

化値）および漁獲率の推移（1994～2024 年、2019～2020 年は禁漁措置を実施） 
K 地区（1996～2024 年、2011～2012 年は資源量推定せず）、L 地区（1994～2024 年、

2011 年は資源量推定せず）、M 地区（2008～2024 年、2010 年はデータ無し、2011 年は

資源量推定せず）。 
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図 8．岩手県内 12 地区における放流個体の混入率の推移 

1988～2024 年、地区によってデータが利用可能な期間は異なる。 
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図 9．茨城県の漁場 A および漁場 B における漁獲量および漁獲率の推移（2019～2024 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10．茨城県の漁場 A および漁場 B における資源量の推移（2019～2024 年） 
  



  FRA-SA2026-RE02-07 

- 21 - 
 

表 1. 東北太平洋海域における漁獲量の推移（単位：トン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*各県のデータは、それぞれ青森県・福島県・茨城県：県調べ、岩手県：農林統計、 
宮城県：1981～1995 年農林統計、1996～2024 年県調べによる。 

年 青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 東北太平洋合計

1981 143 718 410 37 25 1,334
1982 157 655 441 46 36 1,334
1983 131 435 320 41 35 961
1984 36 152 222 33 27 471
1985 65 443 476 36 23 1,043
1986 76 477 343 30 19 945
1987 46 430 217 28 19 740
1988 22 322 170 24 19 557
1989 13 173 98 34 26 344
1990 15 172 84 30 18 319
1991 18 226 134 24 21 424
1992 19 240 102 23 13 396
1993 17 306 88 23 8 442
1994 12 274 123 29 6 444
1995 12 335 145 43 19 554
1996 41 318 130 30 12 530
1997 37 461 145 45 26 713
1998 37 559 222 37 12 868
1999 32 470 211 45 32 791
2000 40 479 240 44 27 831
2001 37 423 245 34 23 762
2002 55 462 255 36 27 834
2003 47 389 215 30 18 700
2004 42 341 173 36 22 615
2005 30 231 128 30 21 440
2006 42 438 208 24 17 730
2007 50 521 197 28 30 826
2008 29 384 105 26 25 569
2009 35 531 172 22 21 782
2010 25 283 127 24 25 483
2011 44 242 106 0 20 412
2012 46 278 88 0 13 426
2013 36 380 120 0 13 549
2014 34 304 134 0 12 483
2015 48 344 107 0 6 505
2016 32 286 132 0 3 453
2017 25 181 75 1 10 293
2018 22 168 58 2 11 260
2019 13 145 50 2 17 227
2020 11 119 49 1 15 195
2021 6 90 57 2 15 169
2022 8 133 70 1 17 228
2023 9 135 52 1 12 209
2024 9 74 42 1 18 144
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表 2. 岩手県内の地域別資源量  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれ北部・中部は 2016～2024 年、南部-1 は 2012～2024 年、南部-2 は 2013～2024 年

の加重平均値を 1 として規格化値で示した。 
*1 南部地域のうち 2019～2020 年を禁漁としていない地区。 *2 南部地域のうち 2019～
2020 年を磯焼け対応のため禁漁とした地区（2011 年は震災の影響による禁漁である）。 

年 北部 中部 南部-1 南部-2

1988 2.523
1989 1.591
1990 1.707
1991 1.858
1992 1.578
1993 2.114
1994 1.714 0.895
1995 2.251 1.178
1996 1.619 1.161
1997 4.539 1.219
1998 5.179 2.043 1.346
1999 1.518 3.705 1.963 1.299
2000 1.829 3.495 1.933 1.013
2001 1.785 3.069 1.987 0.902
2002 1.754 1.974 2.111 1.252
2003 1.584 2.399 2.188 1.217
2004 0.995 1.722 2.373 1.158
2005 1.424 2.193 2.321 0.865
2006 1.734 2.497 2.619 1.127
2007 2.103 3.098 2.903 1.527
2008 2.308 2.860 2.073 1.486
2009 2.437 3.240 2.110 1.517
2010 1.981 2.550 1.705 1.434
2011 3.043 2.228 1.577
2012 2.423 2.144 2.163 0.000
2013 2.747 2.692 2.044 2.019
2014 2.652 1.952 1.607 1.298
2015 2.876 2.196 2.020 1.310
2016 1.424 1.405 0.733 0.746
2017 1.166 1.091 0.560 0.508
2018 0.877 1.172 0.544 0.459
2019 0.835 1.071 0.655
2020 0.767 0.886 0.642
2021 0.869 0.759 0.470 0.969
2022 0.905 1.029 0.611 1.035
2023 1.122 0.828 0.533 1.011
2024 1.036 0.759 0.416 0.644

＊2 ＊1 


